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Ⅰ．問題と目的

　昨今の都市化や核家族化、少子化、地域における近

隣の地縁的つながりの希薄化など、家庭や家族を取り

巻く社会環境の大きな変化が、子育てに悩み不安を抱

える親の増加を招いているという議論は、青森県でも

決して例外ではない。例えば県内の小学1年生及び５

年生児童の保護者を対象に実施された実態調査（2009）

でも、子育て家庭の抱える悩みや不安が多様化・複雑

化しているにもかかわらず、その相談が配偶者や実母

など家庭内に求められることが多く子育てが孤立化す

る傾向が伺える一方、その支援における地域、なかで

も学校の位置づけが非常に高く、学校から発信される

各種情報や相談などがその問題の解決に強く影響する

ことが報告されている。この調査報告の対象に乳幼児

期は含まれていないが、乳幼児期を対象とする集団保

育施設、すなわち幼稚園・保育所における子育て支援

にかけられている社会的期待の大きさを推察すること

は十分容易であろう。

　本研究は、乳幼児期の子育て支援に関する本県の実

態について、保護者並びに保育者それぞれの側面から

みられるその実態と課題を明らかにしようとするもの

である。2003年に制定された次世代育成支援対策推進

法が、地方自治体や大企業に対して独自の具体的な行

動計画を策定することを規定していることからも推察

されるように、各地域における保育事情、子育て事情

は随分と異なる。したがって、青森県における子育て

支援の充実を検討するにあたり、その実態把握は重要

である。なかでも、その最前線のひとつといえる幼稚

園・保育所の事情の把握を欠かすことはできない。そ

こで本調査では、青森県内の幼稚園・保育所において

実施されている子育て支援の実態を把握することを目

的に、その支援を実際に担当する保育者を対象に質問

紙調査を実施することとした。
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要　旨

　本稿の目的は、青森県内の幼稚園・保育所における子育て支援の実態を、支援を担当する保育者を対象に質問紙

調査を行い、その実態を明らかにすることである。その結果、子育て支援は幼稚園・保育所が今後期待される役割

であるとの認識から実施されることが多いものの、園内におけるスペースの確保や地域のニーズを把握することに

難しさを感じていることや、通常の保育に加えて実施されている子育て支援が保育者にとって過剰負担になってい

る点などの課題がうきぼりとなった。県内の子育て支援は、その支援の質的側面よりも、場所や人材の確保など量

的な側面で苦慮していることがうかがわれた。
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Ⅱ．方法　

　2008年８月～９月に、青森県内の全ての幼稚園及び

認可保育所（計602施設）に対し、子育て支援の実施

や内容に関する質問紙を郵送し、任意郵送法によっ

て回収した。質問項目は、先行研究（杉山他、2006；

「幼児教育・保育についての基本調査」研究会、2007）

を参考にするとともに、現職保育者への予備調査の結

果をふまえ、著者間で検討され作成されたものである。

具体的な調査項目については、連続発表にあたる論文

⑶を参照されたい。

　回収率は46.5％であった。Table.1 及び Table.2 は回

答を返送した施設並びに回答者の実数と職名を示した

ものである。

Ⅲ．結果と考察

１．子育て支援の実施

　本稿では、子育て支援の実施に関して、全ての園を

対象として、調査紙による回答を求めた結果を以下に

示す。

　Figure.1 は、在園児を対象とした子育て支援の実施

率を示したものである。在園児を対象とした子育て

支援実施率は、幼稚園では75.7％、保育所で59.2％で

あり、全体としては６割以上の施設が実施している

と回答していた。幼稚園の実施率が高く示されたの

は、４時間を標準とする教育時間の終了後に子育て

支援の一環として幼稚園にて実施される預かり保育

が、８時間を原則とする保育所の保育時間では行わ

れないという事情が関係していると考えられる（小

田， 2000）。ちなみに青森県内六行政地区別では、中

南地区（73.3％）が最も実施率が高く、次いで東青地

区（70.0％）、三八地区（64.0％）、西北地区（56.4％）、

下北地区（55.0％）、上北地区（52.9％）となり、県内

でも地区別に実施率の偏りがみられた。
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　Figure.2 は、非在園児を対象とした子育て支援の

実施率を示したものである。全体で58.2％、幼稚園

では68.9％、保育所で54.4％であった。青森県内六行

政地区別の実施率は、東青地区（63.3％）、中南地区

（61.7％）、上北地区（58.8％）三八地区（56.0％）、下

北地区（55.0％）、西北地区（48.7％）となり、どの地

区でも概ね５～６割前後の実施率であった。

　続いて、非在園児に対する子育て支援を実施してい

ないと回答した施設を対象に、今後子育て支援を実

施する予定があるか質問した結果が Figure.3 -1である。

現在非在園児に対する子育て支援を実施していないと

回答した施設のうち、約半数は「実施計画がある」も

しくは「検討中」と回答したが、同じく半数が「今後

も実施する予定にない」と回答していた。

　Figure.3 -2は「子育て支援を実施または今後も取り

組んでいくために、現在直面している問題はあるか」

についての回答である。全体の41.4 ％が「問題はあ

る」と回答していた。その内容を自由記述で求めたと

ころ、人材や空間の確保といった予算不足に関する内

容が目立ったほか、参加者数の変動が大きく計画が立
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てにくいことや、子育て支援を行うにあたっての保育

者の専門性の向上が問題としてあげられていた。

２．非在園児対象の子育て支援の実施状況

　本項における以下の質問は、非在園児を対象にした

子育て支援を実施している施設のみに回答を求めた。

　子育て支援センターの設置について質問した結果

（Figure.4参照）、幼稚園の設置率は25.5 ％、保育所で

は53.6％であり、全体としては44.8％となった。非在

園児を対象とした子育て支援を始めた理由としては

「これからの幼稚園・保育所は、一般家庭の子育て支

援の役割も果たすべきだから」や「最近子育てについ

ての相談相手がなく、育児不安や子育てに悩む保護者

が増えてきたと思われるので」など、幼稚園・保育所

を取り巻く社会的期待や利用者の変化を感じとったこ

とによる内発的動機が中心となっていた（Figure.5参照）。

　 子 育 て 支 援 を 実 施 し て い る 部 屋 の 独 立 設 置 率

（Figure.6参照）について、全体の約半数（48.5％）が

子育て支援の部屋は独立していると回答した。また、

設置していないことについては、「部屋は欲しいが、
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園内に設置するスペースがない」との声が多くみられ

た。また、子育て支援を主に担当している保育者につ

いて質問した結果が Figure.7及び Figure.8である。子

育て支援の主担当者は、６割強が幼稚園教諭・保育士、

20％強が幼稚園・保育所の施設長だったが、その半数

が「人材が足りない」という理由から兼任で担当して

いた。すなわち、通常の保育だけでも大変ななか、さ

らに子育て支援を兼任しその負担が非常に過剰になっ

ているといえる。

　県内の幼稚園・保育所での子育て支援では、独立し

た空間や専任の人材が確保されていない状況にあり、

現場の保育者の過剰負担の上に成立する危うい状況で

あることが明らかになった。

３．非在園児対象の子育て支援の内容

　本項における以下の質問についても、非在園児を対

象にした子育て支援を実施している施設のみに回答を

求め、子育て支援の内容について、その実施状況を尋

ねた。

　 幼 稚 園・ 保 育 所 の 教 職 員 に よ る 子 育 て 相 談

（Figure.9 -1 参照）については全体では年に数回の実

施が最も多く（25.2 ％）、必ずしも日々の子育てにつ
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いて相談するまでには至っていないが、可能な範囲で

子育て相談に対応している現状がうかがえる。一方専

門家による子育て相談（Figure.9 -2参照）は、半数以

上が実施に至っておらず、専門家との連携が急務に

なっていることが示唆される。

　Figure.9 -3 は子育て情報の提供についての結果だ

が、全体では、月数回の実施が最も多く（30.7％）、

次いで年に数回の実施（26.4%）という園が多かった。

日々の子育てに必要な情報を、保護者に提供するまで

には至っていない可能性がある。　

　イベント型として行事参加の提供は、全体では年数

回の実施が60.1％と最も多く、保育所では22.3％が月

に数回の実施を行っていた（Figure.9 -4参照）。

　園庭・保育室の開放は多くの園で実施されており、

保育所の約４分の１が週５回以上の実施、幼稚園の４

分の１強が月数回の実施が最も多い回答だった。園庭

や保育室の開放は、保育所では恒常的に、幼稚園では

定期的・散発的に行われていた傾向が示された。一方、

あまり行われていない子育て支援としては、「父子の

交流を促す場の設定」「教職員・専門家による子育て

講座／講演会の実施」「（在園児の）弟妹保育の実施」

などがあり、いずれも半数以上で実施されていなかっ

た。ただし、同じく「実施無し」の回答が多く半数近

くを占めていた「子育てサークル支援」「学童保育の

実施」については、約２割強の幼稚園・保育所が積極

的に実施している様子も明らかになり、双極的な結果

となっていた。
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４．非在園児対象の子育て支援についての広報

　本項における以下の質問についても、非在園児を対

象にした子育て支援を実施している施設のみに回答を

求め、「利用者がどのような情報をもとに子育て支援

に参加しているか」について尋ねた。それらの結果が

Figure.10である。

　幼稚園・保育所から発信される子育て支援の広報手

段について、広報紙や園だより、パンフレットについ

ては、「園としては働きかけており、その方法で来る

人が多い」と感じており、なかでも保育所では広報

誌（35.7％）、幼稚園では園だより（51.0％）やパンフ

レット（35.3％）について、その効果が高いと感じて

いるようである。一方ポスターやインターネット、看

板による広報効果は、多くの施設が「実施していない

し、その方法で来る人も少ない」と感じており、あま

りその効果が期待されていない手段のようである。保

護者間ネットワーク（クチコミ）については、全体の

30.1％が「園としては実施していないが、その方法で

来ている人が多い」と感じていた。

　これらの結果から、広報紙、園だよりの宣伝効果が

高いと考えられており、実施している園が多い傾向に

ある。また、保育者は保護者間ネットワーク（クチコ

ミ）の影響力を大きいと捉えており、幼稚園・保育所

で実施する子育て支援を利用した人による情報発信に

頼っている現状がうかがえる。

　

５．県内の子育て支援の課題

　本項における以下の質問は、非在園児を対象にした

子育て支援の実施如何に関わらず、全施設を対象に

「保護者が必要としている子育て支援の内容」につい

て、その必要性についての回答を求めたものである。

　「（保護者などの利用者が自らの）心配事を相談す

る」ことに子育て支援としての必要性を感じるかの

質問（Figure.11 -1参照）について、保育者は、「とて

も必要とする」、「やや必要とする」を合わせた86.0％

が必要だと感じていた。特に保育所においてその半数

以上が「とても必要とする」と感じていた（52.9％）。

「専門家からの子育ての意見」をもらえる子育て支援

の必要性を感じるかの質問（Figure.11-2 参照）につ

いては、半数近くの園（48.6％）が「専門家からの子

育ての意見」をもらう子育て支援を「やや必要とす

る」と感じていた一方で、10.0％が、「あまり必要で

はない」と考えていた。保育者は、多くの子どもをみ

てきた経験から、親が問題視している点に対して、発

達上自然なことであったり子どもによくあったりする

ことだという説明をとおして、保護者の不安を和らげ

る点に特徴がある（塩崎、2008）。保護者もそれに期

待している点も大きく、いわば身近な存在としての子

どもの専門家としての役割を期待されているといえる。

子育て支援は子どもだけでなく保護者や地域も含めた

関係づくりが求められることから、園在籍児への保育

とは質的に異なる点も多い。その意味では、保育者に

とって子育て支援に関する資質の向上は、本県でも大

きな課題となると考えられる。

　「（利用者が）用事のあるとき（子どもを）預かって

くれる」ことに子育て支援の必要性を感じるかの質問

（Figure.11 -3参照）について、半数以上の回答が「と

ても必要とする」であり（52.1％）、「やや必要とする」

を合わせた86.0％が「用事のあるとき預かってくれる」

子育て支援を必要だと感じていた。一方「（利用者が）

育児を休みたいとき（子どもを）預かってくれる」こ

とに子育て支援の必要性を感じるか（Figure.11 -4 参

照）について、多くの園が「やや必要とする」（40.7％）

と回答した。その一方で12.5％が、「あまり必要では

ない」と考えており、なかでも幼稚園にその傾向が高

いように見受けられた。一時的に子どもを預けるこ

とについて、明確な所用があればやむを得ず預かる

が、気分の転換やリフレッシュが目的ならば抵抗を感

じ、「このような親のニーズまで応えなければならな

いのか」と考えている様子がうかがえる。しかしこれ

について大日向（2005）は、保育者の戸惑いと複雑な

心中であることを理解しつつも、その気持ちが親の精

神的負担となって結果的に親を追い込んでいると述べ

ている。さらに、仕事や育児に追われ自分の時間さえ

確保できない母親に対して「乳幼児教育のベテランと

称する支援者のなかに、いまだに母親が自分のために

時間を使うことは許容しがたいという考えが根強くあ

る（p52）」として、子育て支援に求められるニーズと

保育者の意識の齟齬も指摘している。

　「他の母親との交流を促す」ことに子育て支援の

必要性を感じるかの質問（Figure.11 -5 参照）につい

て、「とても必要とする」、「やや必要とする」を合

わせた83.6％が、「他の母親と交流する」子育て支援

を必要だと感じていた。また、「子どものともだちづ

くりを促す」子育て支援の必要性を感じるかの質問

（Figure.11 -6参照）については、全体では「とても必

要とする」が57.1％、「やや必要である」が33.6％の回

答があった。子育て支援は、家庭内での「母子カプセ

ル」から脱却するための人間関係づくりという意味で

も必要である。保育者はその意義について重要視して
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いる様子がうかがえる。

　「子どもが安心して遊べる場」を提供する子育て支

援の必要性を感じるかの質問（Figure.11 -7 参照）に

ついては、半数以上の園（66.1％）が「とても必要と

する」と感じていた。「子育て情報を提供する」子育

て支援の必要性を感じるかの質問（Figure.11 -8参照）

については、半数近くの園（47.1％）が「子育て情報」

の子育て支援を「とても必要とする」と感じていた。

幼稚園では「やや必要である」が半数（50.0％）を占

めていた。子育て支援の場には、空間や情報発信など、

地域の子育ての中心地的役割が期待される。そのよう

な社会背景が意識された結果の回答と考えられる。

　以上の結果から、保育者が「保護者がとても必要

としている」と考える子育て支援は、「心配事を相

談する」（47.1％）、「用事のあるとき預かってくれ

る」（52.1％）、「子どもが安心して遊べる場」（66.1％）、

「子育て情報」（47.1％）であった。しかし実施率は

月・年数回が多く、必要性を感じていながらも、対応

できていないことが示唆される。また利用者である親

のニーズと保育者との理想の齟齬や子育て支援の資質

向上にかかる課題もうきぼりにされた。

　

Ⅳ．まとめ

　本調査は、青森県内の幼稚園・保育所において実施

されている子育て支援の実態を、その支援を担当する

保育者を対象に質問紙調査によって明らかにすること

を目的としていた。その結果、以下の点が明らかに

なった。

①青森県内における子育て支援の実施状況には、行政

地区によりやや偏りがみられること。　

②非在園児を対象とした子育て支援には、空間や人材

の確保などの課題がみられること。特に人材につい

ては、担当保育者の過剰な負担につながっている可

能性が高いこと。

③子育て支援の広報については、紙媒体の広報手段が

主に採用されているが、保護者間ネットワークによ

る効果が最も実感されていたこと。

④保育者が考える「保護者が求める子育て支援」につ

いて、実施は年・月単位が多く、必要性を感じなが

らも対応が困難になっていたこと。地域における子

育て支援が多様化している実態（須永、2007）は本

県も例外ではないが、それに対応するための保育者

の意識や資質向上にかかる研修、支援体制づくりな

どが追いついていない現状が示唆される。

　なお、本稿ではその実態を記すにとどめ、支援を行

う側の保育者が子育て支援の充実に向けてどのような

ニーズを求めているかについては、稿を新たにして論

じることとしたい。
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